
過去にヒアリングを実施した例（まとめ）

税目
(課税団体)

勝馬投票券発売税
（H13 横浜市）

核燃料税
（H14 福島県）

放置自転車等対策推進税
（H16 豊島区）

空港連絡橋利用税
（H23 泉佐野市）

ヒアリング
主体

地財審 地財審 総務省 地財審

ヒアリング
団体

横浜市
JRA
農林水産省

福島県
東京電力
資源エネルギー庁

豊島区
東日本旅客鉄道
東武鉄道
西武鉄道
東京地下鉄
東京都交通局

泉佐野市
国土交通省
関西国際空港

実施方法

事前に質問を送付、回答い
ただいた上で、それぞれの団
体（農水省・JRAは同席）か
らヒアリング実施

当日に各団体から資料提出、
説明していただいた上で、ヒア
リング実施

事前に質問を送付、回答いた
だいた上で、全団体同席でヒア
リング実施

事前に質問を送付、回答いただ
いた上で、それぞれの団体（国交
省・関空は同席）からヒアリング
実施

質疑内容

＜横浜市＞
・税率設定の理由
・納税義務者への説明状況
・市議会における審議の状況
・国の経済施策（畜産振興）

への該当性
＜農水省・JRA＞
・国の経済施策（畜産振興）

への該当性
・横浜市との協議状況

＜福島県＞
・税率、財政需要の妥当性
・納税義務者への説明状況
＜東京電力＞
・税率、財政需要の妥当性
・国の経済施策（原子力施策）
への該当性

・他団体への波及
＜エネ庁＞
・国の経済施策（原子力施策）
への該当性

＜豊島区＞
・鉄道事業者の協力状況
・今後の自転車対策施策の内容
・放置自転車の現状とその原因
・本税の違法性の有無
・他団体への波及
＜鉄道事業者＞
・駐輪場整備に対する見解
・本税の違法性の有無
・他団体への波及

＜泉佐野市＞
・納税者が専ら市外の住民や事業

者となることへの見解
・物流への影響、他団体への波及
・国の経済施策（関空へのアクセ

ス機能改善・強化）への該当性
・国交省との協議状況
＜国交省・関空＞
・物流への影響、他団体への波及
・国の経済施策（関空へのアクセ

ス機能改善・強化、道路無料
公開の原則・有料道路制度）へ
の該当性

・市との協議状況


